
Entrepreneur
1977年創刊49年の歴史を持つ起業家・企業経営者
向けマガジン
マーケティングノウハウ、最新技術、企業財務の情報、
マネジメント、最先端のビジネス紹介などを掲載
全世界で約390万人（紙＋デジタル）の総読者数
5千万人以上のオンライン会員を持つ
世界No.1ビジネスメディア

Entrepreneur社
ウェブサイト

当社記事PDF

日新化学研究所
－日本の専門技術を世界の産業へつなぐ－ (以下日本語訳)

日本経済は2026年において、賃金上昇の傾向、底堅い国内需要、そして継続的な企業投資に支えられ、世界的なサプライチェーンの再編が続く中でも安定し
た成長を維持しています。国際通貨基金（IMF）によると、日本経済は、地政学的緊張の高まりによってサプライチェーンや貿易構造が変化する中にあっても、旺
盛な国内需要、 賃金上昇、安定した民間投資に支えられ、潜在成長率を上回る水準で拡大を続けています。IMFは、個人消費と企業投資が引き続き経済成

長の主要な原動力となっていること、インフレ率が徐々に日本銀行の目標水準に向けて安定しつつあること、そして雇用環境が引き続き逼迫していることを指摘
しています。これらは世界有数の成熟した製造業経済である日本が、産業活動や国際的な協力にとって、依然として安定的かつ魅力的な環境を提供しているこ
とを示しています。
こうしたマクロ経済全体の成長基調の中で、日本の先進製造業および産業ソリューション分野は、引き続き日本の最も重要な強みの一つとなっています。
精密工学、材料技術の革新、そして高い生産プロセス効率で長年にわたり評価されてきたこの分野は、食品加工から特殊化学品、環境ソリューションまで、
幅広い産業を支えています。多くの産業ソリューション企業は現在、単なる設備や製品の供給にとどまらず、顧客との包括的な技術パートナーシップへと事
業の軸を広げつつあります。このような付加価値型の協業への移行は、高い技術力と柔軟な対応力を兼ね備えた企業に新たな機会をもたらしています。特
に、新興市場を含む海外のパートナーとの連携に積極的な企業にとって、大きな可能性が広がっています。

こうした企業の中でも、日新化学研究所は、信頼性と技術対応力において高い評価を得ており、長い歴史を持つファミリー企業として際立っています。同社
の中核事業は、化学製品を通じて顧客の課題を解決する「ケミカルアシスタント」としてのサービスを提供することです。近年、同社はさらに事業実績を拡大し
ています。 同社は、商社機能を強化することで、さらなる事業成長を遂げています。加藤晴雄会長は、近年の業績について次のように述べています。「2025

年は、主力であるパルプ・製紙分野での好調な販売に加え、繊維をはじめとする他分野への事業拡大、そして商社活動の成長に支えられ、過去最高の売上
高と利益を達成しました。」この成長は、単に市場環境や需要が好調だったことによるものではありません。顧客ごとに最適化した技術的ソリューションを提
供し、複数の産業分野を支援できるパートナーへと、着実に進化してきたことを示しています。

日新化学研究所の特徴的な強みの一つは、単なる従来型の化学品サプライヤーではなく、化学とプロセスエンジニアリングの分野における総合的なパート
ナーとしての役割を担っていることです。同社は、あらかじめ定められた技術的な要望に対応するだけではなく、顧客とともに生産工程における課題を予測し、
導入のさまざまな段階にわたって最適な解決策を検討・改善しています。このようなコンサルティング型のアプローチにより、顧客の事業活動における効率化
と技術革新の両面に、実質的な貢献を果たすことが可能となっています。加藤会長は次のように説明しています。「現在、多くの企業が主にお客様からの要
望に対応することに注力していますが、私たちは研究・開発・生産を総合的に連携させていくことを目指しています。」このような能力により、同社は単なる化
学品サプライヤーではなく、長期的にお客様とともに歩むパートナーとしての立場を確立しています。
同社の長い歴史は、規制や技術の変化に柔軟に適応してきた強い能力を物語っています。日新化学研究所は数十年にわたり、使用する原料は複数の世
代的な転換を経験してきました。初期の産業用途で使用されていた鯨油から石油由来のソリューションへ、そして環境基準の強化に伴い、より持続可能な材
料へと移行してきたのです。このように変化し続ける力によって、同社は産業の構造的な変化に対応しながらも、継続的なサービス提供を維持できる、信頼で
きるパートナーとしての地位を築いてきました。

同時に、持続可能性と信頼・評価は、同社の戦略における重要な柱となっています。長い歴史を持つファミリー企業として、日新化学研究所は、日本の製造
業界における顧客との信頼関係を基盤とした関係構築と、長期的な協力関係を重視しています。また、サステナビリティは単なる規制上の要求事項ではなく、
原材料の選定、製品開発、そして事業運営上の優先事項を方向づける戦略的な指針となっています。さらに同社は、国際的なBtoB企業としての存在感もま
すます強化しており、従来の国内市場を中心とした事業基盤を超えて、新たな地域のパートナーとの協業や事業展開を進めていく準備が整っています。

こうした国際志向は、同社の協業への姿勢にもすでに表れています。日新化学研究所は、パートナーシップを単なる市場参入の手段としてではなく、地域
や産業をまたいで互いの強みを組み合わせる機会として捉えています。単に事業規模の拡大を追求するのではなく、双方の技術力を高め合うことのできる
交流や協力関係を目指しています。

加藤会長は次のように述べています。「例えば、あるパートナーは特定地域の市場に強みを持ち、当社は日本市場で深い専門性を持っています。互いの強
みを組み合わせることで、相互に価値を生み出すことができます。」そのため同社は、信頼できる技術パートナーを求める海外企業と日本をつなぐ、協力的
な産業分野の架け橋としての役割を担うことができます。

原材料の供給混乱や、日本国内市場に影響を与える人口動態上の課題など、依然としてさまざまな困難が続く中でも、同社は顧客基盤の多様化を進めると
ともに、新たな産業分野における事業機会を積極的に模索しています。複数の業界にまたがって事業を展開できる能力は、景気循環による変動に対する事業
の強靭性を高めるとともに、自社技術の新たな用途や市場ニーズを発見することを可能にしています。こうした柔軟性は、世界中の製造業が現在、サプライ
チェーン戦略を見直し、高い技術的精度と安定した事業継続性の両方を提供できるパートナーを求めている時代において、特に大きな価値を持っています。

今後を見据え、加藤会長は、日本そのものが産業分野における協業や投資先として、引き続き大きな魅力を持っていると強調しています。「日本製品は高
品質であることで知られており、私たちはその品質基準を維持しながら、効率的な生産を行うことができます。この両立こそが、日本企業の大きな強みです」
信頼性、持続可能性、そして技術的なパートナーシップが重視される時代において、日新化学研究所のような企業は、日本が長年培ってきた産業の基盤や
伝統を受け継ぎながら、さらに進化を続けていることを示しています。そして海外のパートナーに対して、安定性と革新性の双方を等しく提供できる存在として、
その価値を発揮しています。
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